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はじめに
本稿の主目的は, 大恐慌下の    年にアメリカでいわゆるスムート・ホーリー (           ) 法 (以下,     年法とする) がなぜ成立したのかを, 行政府の長である大統領の法
案署名に焦点をあてて考察することである｡     年法は大恐慌期に多品目に高関税を課したた
め, 悪名高い立法である１)｡ 同法がアメリカ通商政策史において保護主義の頂点を成したこと
は, ほとんどの研究者が認めるところである｡ 加えて, 同法は他の多くの国からの関税報復を











１) 悪名高さについては,                                                                                                                                                                                 ‒   を参照され
たい｡
２)     年法に対する諸外国の関税引き上げについては,                                                          ‒    諸外国の報復については,                                          を参照｡     年法と諸外国の報復関税の関連性については,                                                                                                                                         ‒   を参照｡ なお,    年法と大恐慌の関連性の議論は現在でも続いている｡ これについては,                                                                                                   ‒                                                                                               ‒   を参照されたい｡










独立した関税委員会, ならびに大統領に大きく委譲するものであった｡ 同条項により, 関税委
員会と大統領は協力して, 議会の審議, 是認を必要とすることなく, 関税率を変更することが
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その高関税形態は, 主に下院の歳入委員会と上院の財政委員会におけるロッグローリングの結果であ










た｡                                                                                                                               ‒   この連携説
に対しては, キャラハン, マクドナルド, オブライエンが数量経済史的手法を使い異論を唱え, 政党
政治説を支持し, またカピット, エリオットも, 上院有力議員の意思決定を同様の手法から分析して,
政党政治説が有効であると主張した｡                              ‒                                                                          これらのパスタ
ー擁護の研究に対して, アーウィンとクロズナーは, 経済的連携が一部の産業に看取されるのであり,
利害団体説は重要であると反論した｡                                                                                                                                                              ‒    
                                                               
が,     年法の議会審議の際には, 伸縮関税条項の一部の内容である ｢関税設定に関する大統
領の最終決定権｣ について多くの反対が存在し, 成立が危うい中でフーヴァー大統領の強い意
向があって成立した｡    年法の伸縮関税条項の分析結果から, フーヴァー大統領の実像は ｢高関税主義者｣ であ
ると評される一般的解釈とは異なっていることも明らかになった｡ フーヴァーは伸縮関税条項
の包含を最優先課題としており,     年法が多品目にわたり高い関税を賦課したことについて
は, 単に譲歩したにすぎなかった｡ このことを明らかにするのが, 本稿の第二の目的である｡
伸縮関税条項の包含が危ぶまれた状況下で, 大統領権限を保持するためにはそれと引き換えに
多品目にわたる高関税の点では譲歩せざるを得なかったのである｡ なお,     年法伸縮関税条
項に関する詳細な研究はほとんどなく, 唯一, シュナイダー (            ) が大統領と
上院との間で伸縮関税条項の支配権をめぐる戦いがあったことを分析し, フーヴァーがこの問
題に関して ｢リーダーシップ｣ を発揮していたと結論付けている｡ つまり, シュナイダーは    年法成立においてフーヴァーはリーダーシップを欠いていたという通説に対するアンチテ
ーゼを展開した４)｡ 本稿は, そのリーダーシップ発揮の点で見解を同じくするものの, シュナ
イダーが一般的解釈と同様にフーヴァーを高関税主義者と評価している点については異論を試





伸縮関税条項は, 次の３つの基本的概念に基づいていた｡ １) 議会とは独立した調査機関が
専門性を活かして, 生産コスト等の関税問題を調査すべきである, ２) 関税率は, 調査機関の
調査を基に, 経済的見地から柔軟に調整されるべきである, ３) 大統領 (行政府) が関税設定
の最終権限を持つべきである｡ 第三番目が    年法成立の際の争点となったわけだが, その時
には二番目の点までは民主党も含めてアメリカ社会でほぼ受け入れられるようになっていたと
いってよい｡ 以下では, 伸縮関税条項の中心的概念である ｢関税委員会｣ の発達について  世
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に名称変更) である｡ 国際貿易委員会の委員は当時と同じく, 大統領が指名する６人で構成さ
れ, 超党派的性格を有するよう同一政党から３人を超えて出てはならないとされている｡ 今日
でもアメリカの輸入政策において, 大統領に助言, 勧告を行う重要な調査機関である５)｡
関税に関する独立の調査機関 (時代により英文名称の違いはあるものの, 以下, 日本語訳は
関税委員会とする) は,     年,     年,     年,     年に時代の必要性に応じて臨時的に設
立された｡ 最初の関税委員会は, 必要な財政源を調査, 確保するために設立された｡ 南北戦争
(    ～    年) がより多くの財政を必要としたことが契機であった｡ 関税は    年に所得税
が導入されるまで重要な歳入源であったのである６)｡ 当時, 経済問題のジャーナリストであっ
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５)                                                                                                                                                                                                  ‒    民主党は    年の政
綱で, 従来の ｢歳入のための関税｣ を削除し, ｢実際の内外生産費に基づく関税｣ を支持した｡                                                    ‒                           
６)                                                         (                                                           )     ‒                                                              ‒   
７)                                                      ‒                                                       ‒                             ‒                                                                                                                                                       なお,     年の委員会は    年に消滅した｡ ウェルズがどのような認識から高率保護
関税政策の批判に踏み切ったのかについては, 高橋和男 ｢    ウェルズの関税改革と 『アメリカ体
制』｣ 『立教経済学研究』 第  巻第１号,     年６月,    ～   頁が詳しい｡ また, 高橋和男 ｢ケアリ




れた組織, ｢インダストリアル・リーグ｣ の会長であったウォートン (             ) が    年に, 議会は関税改正を行う前に企業家に諮問を行うべきであるとの提案を行い, アメリ
カ鉄鋼連盟 (                           ) などの企業団体がその提案を支持し始
めた｡     年代に議会で共和党が優勢になると, 大半の共和党議員が関税保護政策ならびにウ
ォートンの見解を支持した｡ 農業, 商業, 製造業の様々な産業の代表も, 関税は産業の必要性
に合致されるように決定されるべきであり, そのため関税委員会がその必要性を徹底的に調査
すべきと訴えた｡ また商業会議所の代表たちは, 関税委員会が設立されるならば委員の中には
企業家が指名されることを要望した｡ 結果として,     年に臨時的にではあるが, 関税委員会




立を認めた｡ その関税委員会では, ライト (           ) により生産コスト平準化の原
則が精緻化されたのが特徴的であった｡ 統計学者であり, 労働統計局 (                      ) の初のコミッショナーとして局入りしたライトは, 調査を通じた事実の把握は政策担
当者が ｢公正な関税｣ を決定するのを可能にすると信じていた｡ この場合の公正な関税とは,
内外の生産コストの差異を補填する関税を意味していた９)｡
また    年代に, 関税諸法に輸出拡大を目的とした互恵条項が導入されるようになったこと
は特筆すべきである｡ なぜならば互恵条項成立が, 世紀転換期以降に活発化した,    を中
心とする企業団体の関税委員会設立運動の契機となったからである｡     年マッキンレー関税
法で成立した互恵条項は, 熱帯産品を無税とするがその輸出国がアメリカ製品に互恵的譲歩を
しない場合, 関税を再賦課する権限を大統領に付与していた (これは, 上院の批准を必要とし
ない)｡ この互恵条項は行政府, 特にブレイン (         ) 国務長官が唱え, 業界団体,
地域の商業会議所などの企業団体が支持し, 成立したものであった  )｡     年代半ばから互恵
条項は, 全国製造業者連盟 (                                   , 以下   
とする), 全国農業機械製造業者連盟 (                                                                ), ニューヨーク商業者連盟 (                                 ) などの全国的な企業組織からも支持されるようになった  )｡
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８)                        ‒                             ‒    
９)                                                                           )                               ‒                                                                     ‒    )                                                    ‒   
                                                               
   は,     年に輸出拡大のために中西部の中小製造業者により結成された企業団体であ
り, 以来今日まで全国的な企業団体として最大手の一つである  )｡ 設立当初,    は    年
法の互恵条項が    年関税法で廃止されたため, 次の関税法で再び包含されることを求めてい










択した｡    は, 互恵協定での懲罰的, 譲許的関税により輸出拡大を促進すると同時に, 国
内産業も保護するような役割を行う関税委員会を望んだ｡ 保護基準に関する   の見解は,    年の年次大会で採択した次のような決議に表れていた｡ １) 関税法の目的は, 独占企業が
むやみに利用するような余地を与えることのないよう, 必要とされる製品にのみ保護を与える




づくと,    を中心として, 関税委員会常設の法制化を求める企業の運動が盛んになった｡    年の不況もその運動に拍車をかけた  )｡    年２月, 産業, 商業, 農業, 市民による団体   の代表, 約    人がインディアナ州イ
ンディアナポリスに集まり, 全国関税委員会大会 (                             )
を開催し, 関税委員会常設の必要性を確認した｡ 主な推進者は, ヴァンクリーブ (            ,    会頭), タウン (            ,     会頭), トンプキンズ (            , ノースカロライナ州          社長), マイルズ (             ,    
立教経済学研究 第  巻 第２号     年  
  )    の設立経緯については,                                                      ‒                を参照されたい｡  )                                                                                  )                                     ‒                 )                        ‒   
                                                               
内の関税委員会委員長) など当時著名な企業家であった｡ 同大会は, 関税委員会は, 関税率を
決定するためではなく, ビジネスの基準で関税を設定するための事実を発見する目的で常設さ
れるべきだと強調した｡ 当時の大統領, タフト (          ,     ～    年就任) も, 前
任のローズベルト (                ,     ～    年大統領就任) と同じく, 関税率決定
を行うのではなく, 生産コスト調査のための関税委員会の常設を支持した  )｡
全国関税委員会連盟 (                                  ) がインディア
ナポリス大会の直後に新結成された｡ 目的は, 事実の発見に従い科学的, 経済的に関税問題を
考えていくための関税委員会の常設に向けて, その宣伝をすることであった｡ 同組織は, 全米
の約８万    の会員を有していたとされ,     のコブ (        ) 会頭によれば,     
の望む関税改正とは行き過ぎた保護, 特定の特権すべてを削減しつつ, アメリカの産業, 労働
に適切で公正な保護を行うことであった｡ このような企業側の要求は, 委員会常設の法制化と
いう点では実現しなかったものの,     年ペイン・オールドリッチ法の一つの条項で結実した｡







年,     年に関税委員会常設への支持を再確認した  )｡ ただし    に関しては, 帳簿監査
などの企業活動の監視を連邦政府が行うかどうかをめぐって   と意見が分裂したことが






いては,                           ‒   を参照｡  )                                                                 )                           ‒                                                      )     は, 連邦政府が企業の活動記録を監視する権限を持つことには反対した｡                                                              ‒     )                        
                                                               
の一致で支持した｡     年には, 特に第一次大戦後の不安定な状況に備え, アメリカが繁栄を
続けていくには関税委員会が必要であると宣言した｡     年に    は   と協力して,
委員会常設を議会に要求した  )｡
当初, 民主党のウィルソン大統領 (             ,     ～    年就任) は関税委員会
常設に反対していたが,     年の選挙戦で民主党が敗退したことから, 企業を味方につける必








伸縮関税条項は    年のフォードニー・マッカンバー法 (以下,     年法とする)    条と
して初めて法制化された｡ 伸縮関税条項は,     年歳入法での事実収集という関税委員会の責
務を大きく拡大し, 委員会の関税率決定への関与を規定していた｡ 委員会が内外生産コストを
調査して, それを基に大統領が関税率を設定することになったのである｡ つまり, 伸縮関税条
項下で, 関税委員会と大統領は協力して, 議会の審議, 是認を必要とすることなく, 常時, 品
目ごとに関税率を変更することが可能になった  )｡    年法伸縮関税条項は, 同法   条として包含され, 次のような内容であった｡ ｢大統領の
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  )                                                                                     )                                                                            )                                                                                                                                                                                  年時の関税委員会常設の意義については,                                     (                       )            ‒                                                                           を参照｡
                                                               
大統領はそれを妥当とみなした場合, 承認を行い, 新税率は布告後  日以内に施行される｣  )｡    年法と    年法の伸縮関税条項は, 次の２点で異なっていたが, 大統領が関税設定の最
終権限を有している点は共通であった｡ １)     年伸縮関税条項下では, 関税委員会は大統領
に適当な関税率に関して, 自らの調査を基に単に報告を行うのに留まるのに対し,     年法で
は関税委員会は適当な関税率の変更を決定し, 大統領に勧告する権限を持った｡ 大統領はそれ
に是非を下すのみになった｡ ２)     年伸縮関税条項下では, 関税委員会は自らの発議で調査
開始をすることができなかったが,     年法では可能になった｡ つまり,     年法と    年法
の相違点は, 後者が前者の関税委員会の役割をさらに拡大した点に集約される｡    年法伸縮関税条項はどのように生み出されたのだろうか｡ フーヴァーはどのように関与
していたのだろうか｡ これらを以下で考察する｡
２. 発案者カルバートソンとフーヴァー    年法伸縮関税条項の発案者は, リベラルな共和党員であり, 当時関税委員会の委員を務
めていたカルバートソン (               ) であった｡ 当初, 下院原案では, 伸縮関税













  )                                        ∬    ‒           ‒      )                                                                         ‒                                                                                                                                                        )                                                                                 ‒                                               ‒      )                                                                         
                                                               
    年３月, ハーディング (            ) 新大統領がカルバートソンを関税委員会
の委員として指名することがほぼ確実になると, カルバートソンは委員会の仕事に関して当時
商務長官をしていたフーヴァーから支援を得るため, 知人である同郷のホワイト (        )
を介して, フーヴァーへの接触をまず試みた｡ そして, フーヴァーから話し合いを歓迎すると
の好意的な返事が返ってきた  )｡ また, 指名された後にハーディングに書簡を送り, ハーディ
ングからも委員会の仕事に関して話し合いたいとの返信を得た  )｡     年  月  日, カルバー
トソンはハーディングへのメモで, 伸縮関税のアイデアについて記し, 主に次のような２点を
提案した｡ １) 現時点で正確には予測することができない, 異例で変化の早い状況に関税率が
合致し得るように, 新関税法に関税の伸縮性を導入する, ２) 関税委員会が新法の伸縮関税条
項を管理運営することができるように, 委員会権限を拡大する  )｡ そのメモがハーディングの
関心を引くことになり, 同年  月  日にハーディングはフーヴァー, カルバートソンほか５人
の関税委員会委員, スムート (         ) 上院議員を召集して, ホワイトハウスで非公式
の会合を開いた  )｡ 伸縮関税条項が生まれたのはこの会合が契機であった｡ 同年  月６日, ハ
ーディングが議会にカルバートソンのアイデアを保留中の法案に盛り込むよう要請した｡ フー




レンルート (            ) 上院議員であった｡ 早くから, フーヴァーはレンルートと関税
問題について議論しており, レンルートはフーヴァーから影響を受け, 一部の品目の関税は引
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た  )｡ その頃の心境をカルバートソンは, ｢政府は科学的に公正なものではなく, 圧力のバラ
ンスである｣ と日記に記し, またフーヴァーに相談し, フーヴァーがハーディングとカルバー
トソンの話し合いの調整役を買って出ていたことも記していた｡ カルバートソンは, レンルー
トに援助を求め, レンルートはフーヴァーに相談した｡ レンルートとフーヴァーは, ハーディ
ングに伸縮関税条項の積極的な活用を要望した｡ と同時に, レンルートはカルバートソンに,
委員会の調査始動の件に関してフーヴァーと緊密な連絡を保つようアドバイスし, カルバート




  )                                                     ‒                                         )                                                                                                                                    ‒      )                                                )                                                                               ‒                                     ‒                                                                                    ‒                             (                                    )         )                                                                                                                                       
                                                                
クーリッジ (            ) も同様に関税委員会の積極的な調査を望まなかった｡ にもか





用いることができると確信していた｡ 伸縮関税条項は, 専門性, 客観性重視のフーヴァーの意
向を十分に反映できる仕組みであった｡ それゆえ,     年法の成立にあたって, かつてカルバ
ートソンと分かち合った伸縮関税条項の初期目的を実現化すべく, まず    年の伸縮関税条項
の維持を最優先したのである｡
３. 企業団体    年法の伸縮関税条項の成立にあたり, 企業団体の中では全国貿易評議会 (                                ) が最も同条項を支持していた｡     は, ウィルソン
政権時のレッドフィールド (            ) 商務長官の下で    年に設立された｡ 設立
は, 商務省がこれまでとは異なり, 大企業も商務省の味方につける戦略をとったことが契機で
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調査については,                                                                                        を参照されたい｡  )                                                     の目的は現在も外国貿
易と投資の促進である｡     の役割については,                                                                                 を参照されたい｡  )                                                                                               (         ２       )        ‒     
                                                                
享受していた望ましい待遇の維持を確実にし, 外国市場での差別からアメリカの輸出を守るた
めに, 議会は取引関税の原則を採用すべきである｣ と述べた｡     年には, 関税委員会が議会
に取引関税の法制化を勧告していることへの満足を表明した｡ さらに, アメリカは第一次大戦
後の貿易政策を効果的にする準備として戦時中の企業と政府との関係を続けるべきであると提
案した｡     は, 関税委員会が外国市場に関する多くの情報を収集, 発信しアメリカの企
業を支援することができるとも述べた｡     年に    は, 他国から平等待遇を獲得するた
めに, アメリカの貿易に対して差別を行う国からの輸入には追加税を賦課すべきであると述べ
た｡     の基本的見解は, 例えば,     年の    大会でのナショナル・バンクのエイン
ズワース (            ) の ｢関税改正は, アメリカの産業を保護し, 消滅させないよう











いた｡     年４月  日, 特別議会を召集した時, 関税委員会が調査をより迅速に行うことがで
きるよう拡充されるべきだと述べた  )｡ つまり,     年法伸縮関税条項が    年法で維持され
ることを前提に, 関税委員会の改善に言及していた｡ ところが,     ～    年の議会では同条




  )                                              ‒ ；            )                             )                                                                                      ‒    
                                                                
大半の民主党議員は, 関税委員会は議会のための単なる事実収集機関に戻されるべきだと主
張した｡     年の民主党政綱は, 関税委員会は行政府の支配下に置かれるべきではなく, 議会
を支援する機関であるべきだと宣言していた｡ 彼らは    年法伸縮関税条項が違憲であると批
判した  )｡
一方, 共和党議員は行政府の権限拡大を概ね支持した｡ しかしながら, 一部の共和党議員が    年法伸縮関税条項に対する攻撃に加わった｡ 革新派のボラー (           , アイダ
ホ州) は革新主義的共和党議員に, 同条項は議会から立法権を奪うものだと述べて, 反対する
よう説得し始めた｡ さらに, 強硬な保護主義者として知られる保守派のグランディ (            , ペンシルヴァニア州) は保守派の仲間に, フーヴァーの関税保護は十分でないとし
てフーヴァーと戦うよう指示した｡ フーヴァーは,     年法伸縮関税条項が法案に包含されな
ければ, 拒否権を発動する姿勢を示し, 議会での法案審議中, 議員に拒否権発動の意思がある
ことを公式, 非公式にかかわらず伝えた  )｡
共和党が圧倒的に優勢であった下院では,     年法伸縮関税条項の継続が    年５月に可決
された｡ しかしながら, 民主党議員と共和党反乱分子の連合により, 上院では    年  月に同
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                                                                
上院も  対  の投票結果後, 副委員長が反対票を投じたため, 否決した｡ 次に両院協議会は,
下院と上院の両方が受容するような妥協案を提示する仕事に取りかかった｡ そして, １) 関税
委員会が関税率を決定, 勧告し, 大統領が可否の最終決定権を有する, ２) 大統領が勧告に対
する可否を  日以内に行わなければ, 関税委員会が布告権限を有する, に修正した上で, 現行
の伸縮関税条項の維持を提示した｡ これらの妥協案は, 関税委員会の権限をさらに拡大するこ
とで, 大統領の最終権限維持に配慮したことを表していた｡ よって, 両院協議会が修正案とし













だことを獲得できたため, 法案への署名を行ったのである｡ 法案の中の ｢多品目への高関税賦
課｣ に関しては, 伸縮関税条項の包含と引き換えに妥協したにすぎなかった｡ 関税に関する議
会での審議がこれ以上長引くならば, ただでさえ大恐慌により大打撃を受けている産業界がさ
らに不安定になることをフーヴァーは恐れたのである  )｡
２. 企業団体    年法の審議中に, 企業団体の中で最も積極的に伸縮関税条項の成立を支持したのは,   であった｡    のエメリー (          ) 顧問は, 上院の公聴会で    年法伸縮
関税条項継続への支持を表明し, 次のような主旨を述べた｡ ｢   はすべての取引, 部門の
製造業者を会員に有しているため, 法案の中で伸縮関税条項のような行政条項のみに関心があ
る｡ 州, 地域レベルの製造業, その他の部門の  の組織が,     年法伸縮関税条項維持を支持
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は, 伸縮関税条項が行政府の最終権限下にあるべき理由として次のことを挙げていた｡ １) 過
去  年, 平均して６年に１度行われた議会による全体的な関税改正は, 多くの審議時間を要し
ていた, ２) ６年に１度の議会の改正は経済状況に合致していなかった｡ 昨日の関税率は, 低














また    は,     年法成立にあたり伸縮関税条項を支持しなくなっていた｡ 理由は,     
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  )    のエジャトン会頭も上院で, 伸縮関税条項支持の証言を行った｡ エメリー, エジャトンは下
院でも証言を行っており,    は公聴会で最も積極的に同条項への支持を表明した企業団体であっ
た｡                         (                 )       ‒       ‒                           (                 )         ‒        )                                                                   内で
















にフーヴァーは, 近年のフーヴァー研究で明らかにされてきたように, 政府の強大化, 官僚化
を恐れ, 民間主導を保持した非中央集権的政府を支持した  )｡ そのような民間主導型政府を確
立するため, フーヴァーは行政府が監督する委員会 (英文名称は                             と様々) と民間の業界団体の協力を重視していた｡ フーヴァーは委員会を重要な
事実発見機関とみなして, そこに問題に関した専門家を置き, 可能な限り委員会の活用を試み
大恐慌下の高関税法成立について   
  )                                                                     )                              ‒      )                                                                                                                                            
(             )        ) 例えば, ホーリー (         ) は, フーヴァーがコーポラティスト的, テクノクラート的な
ヴィジョンを  世紀の個人主義の上に接木することにより, 優れた社会経済秩序を望んでいたと主張
した｡ ホーリーについては,                                                                       ‒                                          ‒                                                                             ‒                                                        を参照されたい｡
レフラー (           ) ウィルソン (         ) もフーヴァーを再評価している｡ Ｍ                                                                                                                                                                                                                                    ‒   を参照｡
                                                                





アメリカの歴史的潮流であった｡   世紀末以降, 議会は次第に, いわゆる独立委員会に権限を
認めるようになっていた｡ 行政府には大別すると ｢省｣ と, 大統領が委員の指名権を有するも
のの, 行政府の一部でもなく議会からは独立した ｢独立委員会｣ がある｡ 最初の独立委員会で
ある    年の州際通商委員会 (   ) は, ポピュリストの要請に応えて設立された｡ その後,
革新主義者が, 政党政治の影響を受けないような, 議会とは独立した機関の設立を支持するよ
うになった｡ 革新主義者はビジネスライクな効率性を持って事を管理することができれば, 政
府は改善され得ると信じた｡ 立法, 司法よりも, 行政の手続きを踏んだ方が, 柔軟性 (伸縮性),
専門性, 客観性, 処理スピードなどの点で勝ると強調した｡ 効率性を強調する考えは, テイラ
ー (                  ) により始められた科学的管理運動からも支持された｡ 革新主
義時代は, テイラーのような効率性を重んじたエンジニアに期待が寄せられ, 効率性を追求す
る独立委員会にアメリカ社会全体で関心が高まった  )｡
エンジニア出身のフーヴァーは効率性を重視し, 行政改革において多くの点で ｢無駄｣ の削
減を強調した人物であった  )｡ ゆえに, 関税率に関してもアメリカの産業保護と輸出促進の両
方を可能にするような, 高すぎも低すぎもしない適度で, 効率的, 無駄のない関税への調整を
企図した伸縮関税条項を支持した｡ フーヴァーは社会発展が産業発展に比し遅れていると認識
し, アメリカは社会的, 政治的な問題にも産業問題と同様に, 効率的, エンジニア的な発想を
取り入れるべきだと考えていた  )｡ フーヴァーの望んだ伸縮関税条項は, 議会の政治を通じて
ではなく, 経済的見地から関税率にビジネスの見解を反映させる仕組みを内包したものであっ
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は, 議会ではなく, 大統領の最終権限下で, 関税委員会と業界団体などの経済グループの直接
的な結び付きが強化されることが重要であると考えていた｡    年法伸縮関税条項で確立された ｢行政府の最終権限｣ の下での関税委員会の機能の改善
が,     年法成立にあたりフーヴァーが最も力を入れた点である｡ フーヴァーの見解では, 議
会が関税設定の最終権限を握るならば, 関税は従前のように必要以上に多品目にわたり高率に
なるのは必至であった｡ すなわち, 政治ではなく経済状況に即したビジネスライクな関税制度
を発達させるには, 行政府の最終権限が必要であった｡ フーヴァーは関税問題に関して, 民間





が  品目, 引き下げが  品目, 変更なしが  品目であった｡ 前任の大統領の在職期間の半分以
下の期間で, 関税委員会とフーヴァーは約２倍の品目の関税変更を行った  )｡ しかしながら,    年法伸縮関税条項の結果が注目されなかったのは, 次のような理由が考えられる｡ 第一に
大恐慌が悪化したこと, ならびに    年法の多品目への高関税が諸外国からの報復を招いたこ























譲｣ に多くの反対があったためである｡ フーヴァーと議会の確執は,     年法伸縮関税条項で
立法化された大統領権限を維持するかどうかに集中していた｡ 関税委員会常設を長年支持して
きたビジネス界でも, この権限については見解が分かれていた｡ フーヴァーは, 大統領の関税
設定権の維持のため戦った｡ だが, 権限維持には成功したものの, それと引き換えに法案の
｢多品目の高関税｣ については譲歩せざるを得なかった｡ この意味で    年法は, 大統領が伸
縮関税条項の大統領権限維持に固執したため成立したといってよい｡ フーヴァーは通説でいわ
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  )                           ‒                                                                                ‒                                                                        ‒       年法の議会からの権限委譲については,                                                                                         ‒   を参照されたい｡ 通商交渉の対象に入った品目には伸縮関税条項は適
用されなくなったが, その他の品目は適用され続けた｡ 適用された例は少ないとはいえ, 例えば日本











っていたため, 徐々に進んでいた｡     年互恵通商協定法の権限委譲の足がかりは,   世紀後
半から次第に築かれ, 伸縮関税条項を盛り込んだ    年法の成立によりさらに強化されたとい
ってよいだろう｡
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